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はじめに 

 アジア地域における調査として、中国、香港、台湾、韓国について、食品中の放射性物質の規制値のうち放射性セシウムに

ついて抜粋し、その規制値の導出に用いたパラメータ等を表 1 にまとめた。また、チェルノブイリ原発事故の影響を強く受けた

と考えられる北欧地域の調査として、スウェーデン、フィンランドにおける食品中の放射性物質の規制に関する情報のうち、放

射性セシウムについての情報を抜粋して表 2 にまとめた。 

 

【中国（中華人民共和国）】 

 平常時における食品中の放射性物質の規制は、「中華人民共和国国家標準 食品中の放射性物質制限濃度標準【GB 

14882-94】（1994 年 9 月施行）」1)に基づく規制であり、現在もこの規制が施行されている。対象核種はトリチウム（H-3）、ストロン

チウム 89（Sr-89）、ストロンチウム 90（Sr-90）、ヨウ素 131（I-131）、セシウム 137（Cs-137）、プロメチウム 147（Pm-147）、プルトニウ

ム 239（Pu-239）、ポロニウム 210（Po-210）、ラドン 226（Ra-226）、ラドン 228（Ra-228）、天然トリウム、天然ウランで、それぞれに規

制値が定められている。放射性セシウムとして基準値が設定されているのは、Cs-137 のみであり、“穀類”、“芋類”、“野菜・果

物”、“肉・魚・甲殻類”、“生乳”の 5 つの区分について、制限濃度（Lc）が定められている。この Lc は単一食品が単一放射線核

種に汚染されたという仮定に基づいた計算式によって算出された値となっている。前提とする線量基準は年間 5 mSv（長期間

継続的に被ばくする場合は 1 mSv）とされている 2)が、Cs-137 の年間制限摂取量（ALI）は、成人（17 歳以上）で 77,000 Bq、児童

（7 歳以上 12 歳以下）で 100,000 Bq、乳児（1 歳以上 2 歳以下）で 91,000 Bq との記述があった。ALI と Cs-137 の各年齢別の実

効線量係数を用いて実効線量を算出すると、すべての区分で実効線量は約1 mSv となることから、Cs-137 の Lc は年間 1 mSv

を超えないように定められていると考えられた。規制値導出に用いられた食品摂取量（Id）としては、中国における最も多く飲食

する集団の平均一日摂取量が用いられているとの記載があったが、具体的な食品摂取量は不明であった。汚染率については

記述がないが、Lc 導出の計算式に汚染率に相当するパラメータが含まれていないことから、食品の一部が汚染されているとい

う考え方はとられておらず、すべての食品が汚染されている、すなわち汚染率 1 として、制限濃度が算出されていると考えられ

た。 

 緊急時における規制としては、電離放射防護と放射源安全の基本標準【GB18871-2002】3)が定められており、“ミルク・ベビー

フード・飲料水”および“一般消費食品”の 2 つの区分に対して汎用アクションレベルが定められている。対象核種は、Cs-134、

Cs-137、Ru-103、 Ru-106、Sr-89、I-131、Sr-90、Am-241、Pu-238、Pu-239 であり、人工放射性核種のみが対象となっている。こ

れは、「CAC/GL5-1989 事故後の国際貿易における食品放射性核種汚染のガイドラインレベル」4)を採用したものであり 5)、直接

摂取可能な食品、希釈又は水戻し後に摂取される乾燥又は濃縮食品に適用される。食品不足等の懸念がある場合は、より高

い数値の食品および飲料のアクションレベルが使用可能だが、正当性、最適化の分析が必要とされている。スパイス等、消費

量が少ない食品（1 人あたり年間 10 kg未満）については、人の食事全体に占める割合が小さく、個人被ばくの増加も少ないた

め、主な食品の 10倍のアクションレベルを採用することができるとされている。また、国際貿易についてもこれに従うとされてい

る。 

 

【香港】 

 香港では、食品中の放射性物質の規制として Codex のガイドラインレベル 7)を採用しており、中国本土とは異なる規制が行わ

れている。日本産食品に対しても Codex のガイドラインレベルに基づいた規制が行われており 8)、このガイドラインレベルを超

える食品については、食品安全条例第 30条 9)に基づいて回収・廃棄等の対応がとられる。日本からの輸入食品の放射性物質

検査結果は、香港政府の Centre for Food Safety のウェブサイト 10)において毎日公開されている。 

 



 
 

45 

【台湾（中華民国）】 

 台湾の食品中の放射性物質の規制は、緊急時の許容量（Tolerance）として“乳及び乳製品”、“ベビーフード”、“ソフトドリンク

およびボトルドウォーター”、“その他の食品”の 4 つの区分について、食品安全衛生管理法第 15条第 2項 11)に基づき定めら

れている 12)。対象核種は、I-131、Cs-134、Cs-137 で、放射性セシウムについては Cs-134 と Cs-137 の合計値として、許容量が

定められている。許容量の導出には、Codex ガイドラインレベルの算出に用いられた計算式、線量基準、食品摂取量が用いら

れている。一方で、汚染率については、成人で 0.5、乳児（1 歳未満）で 1 としているため、台湾の許容量は Codexガイドライン

レベルとは異なる値となっている。許容量設定の経緯や日本産食品への規制値の適用に関する情報として、座談会資料 13)や

Q&A14)が公表されている。その中で、乳児における汚染率は、感受性の高い集団であることを踏まえ1としているとの記述があ

ったが、成人に適用された汚染率 0.5 が、どのような根拠に基づいて設定されたのかについては不明であった。なお、座談会

資料 13)の千葉、栃木、茨城、群馬の 4県産の食品の輸入を再開した場合の曝露評価の中で、台湾における日本からの輸入食

品の割合は台湾国民の食品摂取量の 1.4%と記載されていた。 

 

【韓国】 

 韓国で現在運用されている食品中の放射性物質の規制は、2021 年に施行された食品衛生法【Food code（No.2021-54）】15)に

基づく最大放射能限度（Maximum Radioactivity Limit）である。対象核種は I-131、Cs-134、Cs-137 で、放射性セシウムに対して

は Cs-134 と Cs-137 の合計値で“乳児用ミルク類”、“牛乳・乳製品・アイスクリーム”、“その他の食品”の 3 つの区分に対して最

大放射能限度が定められている。この規制値は、福島原発事故をきっかけに、より保守的に管理するため従来の規制値を見直

したものである。前提となる線量基準は年間1 mSv、汚染率は 0.5 として、Codexガイドラインレベル導出に用いられた計算式を

用いて導出されている。この規制値の適用により、年間被ばく量は 0.44 mSv になると試算されており 16)、保守的な規制値となっ

ていると考えられる。 

 福島原発事故以前の規制値は、チェルノブイリ原発事故を受けて 1989 年に식품 중의 방사능 잠정 허용기준 제정 고시 

제89-19호（食薬処告示第89-19号）17),18)で定められた暫定許容基準で、I-131、Cs-134、Cs-137 が対象核種となっていた。放射

性セシウムの規制値は、すべての食品に対して Cs-134 と Cs-137 の合計値で 370 Bq/kg とされていた。その後、福島原発事故

を受けた改定により I-131 の規制値が変更されたが、放射性セシウムの規制値は変更されず 370 Bq/kg のままであった 19)。福

島原発事故を受けた規制値の改定に関する論文 20),21)や食品医薬品安全処の発表 16)によると、この規制値は、Codexガイドライ

ンレベル導出に用いられた計算式を用い、線量基準は 1 mSv/年、汚染率は 0.1 と仮定して算出された値であった。なお、

International Risk Information として、韓国食品医薬品安全機関から 2012 年4 月に日本産食品に対しての特別な規制値が設け

られたとの情報が公開されている 22)が、当サイトに記載されている限度濃度（放射性セシウムについて、“牛乳”、“乳製品”、“す

べての食品”の 3 つの区分に対して、Cs-134 と Cs-137 の合計値でそれぞれ 50 Bq/kg、10 Bq/kg、100 Bq/kg）は、農水省 23)や

JETRO24)から公表されている限度濃度と異なっている。この措置は日本での食品中の放射性物質の規制が、暫定規制値から

現行の基準値に変更されたことに伴うものであったとされているが、日本の基準値とも異なっており、正確な情報ではない可能

性が高いと考えられる。韓国における日本産食品の放射能検査の結果は、定期的に食品医薬品安全処のウェブサイトで公表

されている 25)  

 韓国では、上述の食品衛生法による規制以外に放射能防災法 26)に基づく緊急時の規制が存在している。この放射能防災法

により定められた摂取制限基準の対象核種は、Cs-134、Cs-137、Ru-103、Ru-106、Sr-89、I-131、Sr-90、U-235、U-238、Am-241、

Pu-238、Pu-239、Pu-240、Pu-242、H-3（水・牛乳のみ）である。規制値は、IAEA Safety Series 10927)の費用便益法を使用した計算

により得られた濃度範囲を基に設定した値であり 20),28)、“水・牛乳”、“ベビーフード”、“野菜・果実”、“肉・魚・穀物”の 4 つの区分

に対して設定されている。このように韓国では、I-131 および放射セシウムに対して食品衛生法と放射能防災法で異なる規制値

が存在している状況にあり、統一した基準を設定する必要があるとの見解もなされている 20)ようであった。 
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【スウェーデン】 

スウェーデンでは、1986 年5 月2 日にチェルノブイリ原発事故後の最初の月の介入レベルとして、I-131 と放射性セシウムに

対して規制値が設定された。放射性セシウムの規制値は、輸入食品に対して 10,000 Bq/kg、国産食品に対して 1,000 Bq/kg で

あった 29,30)。規制値設定の背景には、輸入食品の消費量が国産食品よりはるかに低いため、輸入食品に対してはより高い値を

使用できるという考えがあったとされている。その後、5 月 13 日に I-131 に対する規制値が、5 月 16 日に放射性セシウムに対

する規制値が変更された。放射性セシウムの規制値は、対象核種が Cs-137 に限定され、すべての食品に対して 300 Bq/kg に

変更された。この変更は、50 年間の平均線量が最も被ばくした集団でも 1 mSv/年未満、単年では 5 mSv/年以下 29)という線量

基準が前提となっている。Cs-137 の規制値は、最も被ばくした集団である 1 歳児の食品摂取量（約 0.3 kg/日）と換算係数（10-7 

Sv/Bq）を用いて、5 mSv/年を超えないように決定された 31)ようであるが、具体的な計算式や汚染率については不明であった。 

 その後 1987 年 6 月に、トナカイ、狩猟肉、ベリー、淡水魚、キノコなどの食品に対する区分ができ、Cs-137 について 1,500 

Bq/kg の規制値が設定された。その他の主要食品に対しては 300 Bq/kg の規制値が継続して使用された 29),32),33)。この食品区分

の導入により、規制値を超過するトナカイの割合は約 80%から約 40%に減少した 29)。規制値を超えた食品の一般市場での販

売は許可されなかった。この食品区分の設定は、スウェーデンに住むサーミの人々や天然・野生の食品を多く摂取する人々を

考慮して設定されたものと考えられたが、規制値導出に用いられた計算式やパラメータに関しては不明であった。規制値の変

更と併せて生野菜や非栽培の植物、キノコ等に対して様々な対策が実施され、食品洗浄の推奨、摂取頻度や調理についての

助言、東側諸国（ロシア、ウクライナ周辺地域）からの生鮮食品の輸入禁止等が実施されていた 31)。 

 現行の規制は 2012 年 3 月に発効した LIVSFS 2012:3 34)による規制で、対象核種から I-131 が外れ Cs-137 のみに規制値が

設定されている。Cs-137 の規制値として“家畜の肉、その他の可食部およびその加工品”、“穀物製品”、“ナッツ以外の果物”、

“キノコ以外の調理用植物”、“乳製品”、“ベビーフード”、“海水魚”に対して 300 Bq/kg、その他の食品に対して 1,500 Bq/kg とい

う規制値が設定されている 34)。スウェーデン食品庁のホームページ 35)には、その他の食品に該当する食品として、“トナカイ肉

やヘラジカ、シカ、イノシシなどの狩猟肉等”、“野生のベリー”、“キノコ”、“淡水魚”、“ナッツ”が記載されている。また、同ホー

ムページにはセシウムを含む食品の摂取に対する助言等が掲載されており、「300～1,500 Bq/kg のものは、週に数回以上食べ

るべきでない」、「1,500～3,000 Bq/kg のものは月に数回以上食べるべきではない」、「10,000 Bq/kg を超えるものは絶対に食べ

るべきではない」など、食品中の Cs-137 濃度と摂取頻度についての助言や、特に Cs-137 濃度の高いキノコの種類についての

情報、濃度の高い産地の情報、調理による Cs-137 の低減方法等についての情報が公開されている 35)。なお、上記のその他の

食品に該当する食品以外の食品については特別な設定はなく、例えばスパイスやハーブのように CodexやEU で少量消費食

品として扱われているような食品に対しての特別な対応はなされていないようであった。 

 

【フィンランド】 

フィンランドでは、チェルノブイリ原発事故直後の緊急時の介入レベルとして、I-131とCs-137に対する規制が実施された 29)。

前提とする線量基準は、最初の 1 年間に最大5 mSv （実効線量) および単一臓器に対して最大50 mSv、50 年間の平均として

1 mSv/年以下（等価線量）であり、放射性セシウムの規制値は Cs-137 として、ミルク、肉、その他の食品に対して 1000 Bq/kg と

設定されていた。規制値を導出した計算式や、食品摂取量、汚染率に関する情報は不明であった。フィンランドではトナカイ飼

育地域での降水量が非常に少なかったため、キノコ豊年の秋にトナカイ、シカ、ヘラジカ、ヒツジの放射能濃度が他の年に比

べて大きく増加するという現象は明確には認められなかった 36)。そのため、スウェーデンのようなトナカイに特化した規制値の

設定はされていなかった。また、狩猟肉中の放射性セシウム濃度調査等の結果に基づき、1986 年の秋には狩猟を制限する必

要はないと結論付けている 37)。ただし、このシーズンに汚染のあった地域で捕獲された水鳥の肉については、1 人当たり年間

20 kg 以上食べないことを推奨していた 37)。また、栽培でない植物やキノコ、淡水魚については、摂取頻度や調理に関する勧
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告がなされていた 29)。一方、EU のマイナーフードリストに含まれるスパイスやハーブなどの消費量の少ない食品に関する特別

な配慮についての情報はなかった。 

 現在は、2023 年に更新された食品中の汚染物に関する規制 38)に基づき、EU の第三国に対する基準（EU 規則2020/1158）39)

に定められた最大レベルを規制値として用いている。現行の Cs-137 の規制値は、“牛乳・乳製品”、“ベビーフード”、“その他の

食品”の 3 つの食品区分に対してそれぞれ 370 Bq/kg、370 Bq/kg、600 Bq/kg と定められている。また、キノコや淡水魚の摂取

については、前の規制値の適用時から引き続き、種類の選択や摂取頻度、調理方法等についての助言が行われている 40),41)。 
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国 核種 名称 食品区分
基準値・規制値等

（Bq/kg）

線量基準

（ｍSv/year）
汚染率

消費量の少な

い食品に対す

る記述・設定

備考 参考文献

穀類 260

芋類 90

野菜・果物 210

肉・魚・甲殻類 800

生乳 330

ミルク、ベビーフード、飲料水 1000

一般消費食品 1000

乳及び乳製品 50

ベビーフード 50

ソフトドリンク及びボトルドウォーター 10

その他の食品 100

乳児用調合乳、フォローアップ用調合乳、乳幼児用

ベビーフード、乳幼児用特別調合乳、乳幼児用ミル

ク調合乳、フォローアップ用ミルク調合乳

50

牛乳および乳製品、アイスクリーム 50

その他の食品 100

肉、魚、穀物 2000

野菜・果物 1000

水・牛乳 200

ベビーフード 100

※該当情報が見つからなかった欄については空欄とした。

20,26,28

あり

あり*

1,2

3,5

6,7,8,9

11,12

13,14

16,17,18

20,21

15,16

・制限濃度は、単一食品が単一放射性核種に汚染されたとい

う仮定に基づいた式によって算出された値

・LCの導出式には汚染率のパラメータは含まれていないた

め、汚染率による希釈は行われていないと考えられる

・緊急時被ばく状況下で用いられる値

・直接摂取可能な食品、希釈又は水戻し後に摂取される乾燥

又は濃縮食品に適用

・スパイス等、消費量が少ない(1人あたり年間10 kg未満)食品

については、10倍のアクションレベルを適用できる

・CAC/GL5-19894）に準拠

・CodexのGL（CAC/GL5-2006）6）を採用

*CodexのGLをそのまま採用していることから、消費量の少な

い食品の取り扱いもCodexと同様と考えられる

・核汚染または放射線汚染の可能性がある場合に適用（緊急

時）

・許容量はCodexやICRPの評価に基づき、食事摂取量や汚染

係数などを考慮して厳格に設定

・最大放射能濃度の算出式は、Codexの計算式を使用したが、

前提とする年間線量をCodexより引き下げて、適切なガイドラ

イン値を選択

・2011年の福島原発事故をきっかけに、より保守的に管理す

るため基準値を見直し

・基準値変更により、年間被ばく量は0.44 m Sv/年になると試

算

・汚染率等の情報は、食品医薬品安全処食品基準企画官の発

言を紹介した韓国政府公式サイト16)を参照

・放射能防災法による基準

（国内で食品衛生法と放射能防災法で異なる基準値が存在し

ている状況）

・IAEA Safety Series 10927)の介入レベルの算出方法（費用便

益法）を使用した計算により得られた濃度範囲を基に設定

・経済的パラメーター等は韓国の値を使用

・大人と子供に対して算出

0.1

0.5

（成人）

１

（乳児）

0.1

0.5

韓国

5

1*

*(長期間継続的に被ば

くする場合）

1

（特別な状況下では、5

連続年の平均年間線量

が1 m Svを超えなけれ

ば、1年間の実効線量を

5 m Svまで上げること

ができる）

1

1

1

1

中国

中国

香港

台湾

韓国

韓国

C s-134

＋

C s-137

C s-134

＋

C s-137

制限濃度

（Lc）

（中華人民共和国国家標準

食品中の放射性物質制限濃度標準

【GB 14882-94】1)

(1994年９月実施）

《現行》）

汎用アクションレベル

（電離放射防護と放射源安全の基本標準

【GB18871-2002】3）

《現行》）

ガイドラインレベル

許容値

(Tolerance)

（食品中の放射性降下物又は放射能汚染

許容量基準

（2016）

【食品安全衛生法第15条第２項】11）

《現行》）

放射能基準

（Radioacitive S tandard）

（【碍薬処告被第89-19号】）17)

最大放射能濃度

（Maxim um  Radioactivity Lim it）

（食品衛生法（2021）

【Food Code(No.2021-54)】15)

《現行》）

摂取制限基準

（【放射能防災法施行規則

（第15条別表4）】26)

《現行》）

すべての食品

すべての食品

1000

370

C s-137

C s-134

C s-137

C s-134

C s-137

C s-134

＋

C s-137

C s-134

＋

C s-137

表 1．中国・香港・台湾・韓国の基準値及び規制値（放射性セシウムについて抜粋）ならびに汚染率、少量消費食品に関する情報 
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国 核種 名称 食品区分
基準値・規制値等

（Bq/kg）

線量基準

（ｍSv/year）
汚染率

消費量の少な

い食品に対す

る記述・設定

備考 参考文献

輸入食品 10000

国産食品 1000

C s-137 介入レベル 全ての食品 300

50年間の平均線量は、最も被ば

くしたグループでも 1 m Sv /年未

満で、単年では（事故後数年間）

では5 m Sv/年以下

・上の基準発表後すぐに施行

・300 Bq/kgのCs 137により、当初は1 m Sv /年を超える可能性

があるが、時間経過とともにそれによる線量は低下

・食品の下処理、調理法、摂取頻度などのアドバイスも行った

主要食品 300

トナカイ、狩猟物、ベリー、淡水魚、キノコ

などの特別食品
1500

・家畜の肉や可食部分、およびその加工品

・穀物製品

・ナッツ以外の果物

・キノコ以外の調理用植物

・乳製品

・ ベビーフード

・ 海水魚

300

その他の食品 1500

牛乳、乳製品 370

ベビーフード 370

その他の食品 600

※該当情報が見つからなかった欄については空欄とした。

最大レベル

（【EU規則2020/1158】38)

《現行》）

・EUの第三国に対する基準（ECNo.733/2008）

（現EU規則2020/1158）38)を利用

38,39,40,

41

・チェルノブイリ事故後最初の月に施行

・輸入食品の消費量は国産食品よりはるかに少なく、そのためよ

り高い値を使用できるという考えに基づいている

・1987年6月～

・この変更により排除されるトナカイの割合は約80% →約40%に

減少

「スウェーデン食品庁HP_ Cs-137に関する情報」34)には、セシ

ウムを含む食品の摂取に対するアドバイスがある

◆摂取頻度

・300 ～ 1500 Bq/kg のものは、週に数回以上食べるべきでない

・1500 ～ 3000 Bq/kg のものは月に数回以上食べるべきではな

い

・10,000 Bq/kg を超えるものは絶対に食べるべきではない

◆特に濃度の高いキノコについての情報提供（他のキノコを選ぶ

ことを推奨）

◆調理による放射性セシウムの低減についての情報提供

◆濃度の高い地域情報の提供

・チェルノブイリ事故直後に適用された値

・トナカイに対する介入レベルは無し（トナカイは大きな問題と

はならなかった）

・フィンランドではトナカイ飼育地域での降水量が非常に少な

かったため、キノコ豊年の秋にトナカイ、シカ、ヘラジカ、ヒツ

ジの放射能濃度が他の年に比べ大きく増加するという現象は明確

には認められず

・栽培でない植物やキノコの摂取と調理に関するアドバイス（摂

取は最大で週1～2回）、淡水魚の摂取に関する勧告あり

・狩猟肉中の放射性Csの全国平均含有量調査等により、1986/

1987年には狩猟を制限する必要はないと結論（1986年秋）

・1986年狩猟期に主な内陸性降下物地域で捕獲された水鳥の肉

については、一人当たり20 kg以上は食べないことを推奨

最初の1年間に最大5 m Sv (実効

線量) および単一臓器に対して最

大50 m Sv、50年間の平均として1

m Sv/年以下

29,30,31,

32,33

34,35

29,36,371000

放射性セシウム

C s-137

C s-137

C s-137

介入レベル

介入レベル

（Livsm edelsverkets föreskrifter om  åtg

ärder för att begränsa intaget av

radioaktiva äm nen genom  livsm edel

【SLVFS 1987:4】31）)

制限値

（Livsm edelsverkets föreskrifter

om  främ m ande äm nen i livsm edel

【LIVSFS 2012:3】33)

《現行》）

スウェーデン

スウェーデン

フィンランド ミルク、肉、その他の食品介入レベル

フィンランド C s-137

表 2．スウェーデン・フィンランドの基準値及び規制値（放射性セシウムについて抜粋）ならびに汚染率、少量消費食品に関する情報 


